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研究成果の概要（和文）：研究代表者の中泉が、所有権アプローチを多企業間取引に拡張した研究を行い、多国
籍企業の企業形態について理論的に示した。また、VSRPDの実験についてもパキスタンで行い、日本と比べ、パ
キスタンのほうが協力率は低下するものの、回を経るに従って、日本の結果に近づくことが明らかになった。
　更に田中を中心にファイル共有ソフトの利用が正規版に与える影響について、ファイル共有ソフトの利用が音
楽ＣＤ売上を減らす効果は見られず、むしろ購買意欲が増えているという結果を得た。
　また、林は林[2017]でリーガル・マインド、すなわち、法律を筋道を立てて的確に判断する能力という切り口
から、法的枠組みを検討した。

研究成果の概要（英文）：First we conduted VSRPD experiments in Pakistan and extend the results. Then
 based on incomplete contract theory, Nakaizumi[2016] have examined the hold-up problem of price cap
 regulation in developing economies of high inflation with limited abilities of commitment. Then 
Nakaizumi[2017] extend the property rights approach to multiple transactions and explain why small 
local firms does not merge with large multinationals. 
    Using the large sample survey data, Tanaka[2017] derived very interesting results that those who
 started File Sharing increases the music CD average purchase number to 4.52 pieces from 2.61 pieces
 in a month. Thus  file Sharing does not reduce the sales of the music CD but increase that.
    Hayashi [2017] consider information law by legal mind which means a ability to make logic, and 
to judge a law precisely namely a law precisely,  examined a legal framework.by the excellent 
proposal, Hayashi[2017] was awarded of Okawa Publication Award.
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本科研の前身である，「知識創作・評価イ
ンセンティブの行動経済モデルに基づくＷ
ｅｂ実験の学際分析(基盤研究 C) 研究代表
者 中泉拓也」では，以下のような成果を得
た．まず，経済実験に関して，行動経済学的
分析を補完するために研究分担者の藤原が
中心となり，被験者がラボで，インセンティ
ブを与えられて行う経済実験を中心に行っ
た．従来の繰り返しゲームの実験では，関係
が無限期間継続されるに相当する状況を仮
想的にラボで実現するか，強制的にランダム
に関係が断ち切られるかのどちらかの状況
での経済実験が中心であったが，今回藤原を
中心として行った実験では，繰り返しゲーム
の結果を見て，プレイヤーがいつでも相手と
の関係を，途中で断ち切れる VSRPD の実験を
行った．途中で関係を断ちきるという選択肢
がある場合，相手との関係を継続するという
選択肢を選ぶことは，相手に対して好意的な
評価を与えているというシグナルを送るこ
とと理解できる．このシグナルがどのように
利用されるかを実験で明らかにし，チープト
ークに近い評価システムと乖離するか，ベー
スラインを得ることに成功した． 
 特に興味深い知見として，関係を断ち切る
ことがパニッシュメントとして利用される
一方，他方では関係を継続することが相手を
評価していることのシグナルとして機能し
ていることがあげられる．VSRPD の枠組みで
は，相手が裏切るような行動をしても，それ
を許して関係を継続することで，長期的に協
力関係を築こうとする戦略が存在すること
が検出された． 
 次に，インターネット上でクイズに答え，
正解すると商品が得られるオンラインのク
イズゲームサイトの分析を行い,人々の購買
行動に関して興味深い結論を得た．そこでは，
１ゲーム 300 円で，様々な商品とクイズの組
み合わせに挑戦できる．当然，商品の価格に
比例して，クイズの難易度が高くなることで，
高い商品を得るためには，より多くゲームを
行わなければならない． 
 クイズで得られる場合と実際の購入行動
との商品の価格のズレ，また，射幸心がどの
程度存在するかについて考察した． 
 合理性を仮定した従来の消費者行動では，
財の価格と質のみによって，購入行動が行わ
れ，購入環境や購入の方法がその財への評価
に影響を与えることはないと仮定している．  
 そのため，クイズキャッチャーで購入され
る商品も，クイズの難易度に基づいた期待支
出額(+リスクプレミアム)が，当該財の価格
に相当するはずである．しかしながら，実際
にはクイズキャッチャーで支出される財の
期待支出額は，商品ごとに大きく異なること
が示された．興味深いのは，金券が商品の場
合，リスクプレミアムやクイズへの選考を考
慮した最低式を有意に推計することができ
たため，商品属性がより複雑な効果をもたら

していることも明らかになった． 
 また，クイズが射幸心をもたらすかについ
ては，1.過度に依存したユーザーだけから収
益を得ている訳ではないことが，統計的にも
示されること．2.その収益分布は電話等の通
常の商品でも見受けられるものであること．
3.過度な依存性を排除するため，一定の参加
の上限を設けていること．4.過度に利益率が
高い訳ではないこと．5.商品の価格を明示的
に示していないものも多いが，価格を提示し
た方が射幸心をあおる傾向があるので，それ
を回避しようとしていること．等が明らかに
なった． 
 最後に，日本の環境政策で行われているト
ップランナープログラムの中で使用されて
いるエコラベリングがもたらした認知バイ
アスの影響について,以下のような成果を得
た．トップランナー基準とは，各々の機器に
おいて，基準設定時に商品化されている製品
のうち「最も省エネ性能が優れている機器
（トップランナー）」の性能以上に設定する
制度である．1998 年のトップランナー基準導
入後，2005 年の達成時点で，エアコンでは５
０％以上のエネルギー効率の改善を達成す
る等，機械器具の省エネ化に一定の効果を果
たしたことは明らかである．ここでは，制度
の達成状況をラベルの色で示すというエコ
ラベルが導入された． 
 興味深い事実として，当該制度では，加重
平均で目標を達成するだけで良いことが制
度上許されているにもかかわらず，特にエア
コンでは，ラベルの色の違いが未達成の製品
をすべて駆逐することになったことである．
結果として，そういった色の違いによるエコ
ラベリングの認知バイアスの可能性，さらに，
基準選定でのスピルオーバーの可能性とい
う，需要供給両面での効果を理論的に指摘す
ることができた． 
 以上のような研究成果の上で，本研究では
当該研究で得た成果を更に拡張するのに加
え，上記研究では十分行われてこなかった情
報提供・コンテンツ流通，著作権といった分
野について，研究を拡張することが必要であ
る．また，情報提供のインセンティブについ
て，インターネットを介した国際的なコミュ
ニケーションの広がりが情報提供にどのよ
うな影響を与えるかも含めて，実験経済学的
な研究を拡張し，広い分野で利用できるよう
に拡張することも期待される． 
 
２．研究の目的 
 本研究では上記の残された課題をふまえ，
特に情報提供のインセンティブについて，社
会選好(Social Preference) 等の行動経済学
的な分析と成果をふまえ，従来の顕示原理
(revelation Principle) の厳密化，拡張化をめ
ざすものである．そのため，社会学，マーケ
ティングの知見を共有するのに加え，インタ
ーネットを介した国際的なコミュニケーシ
ョンの広がりが情報提供にどのような影響
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を与えるかも含めて，実験経済学的な研究を
広く拡張し，経済学的知見のみならず，マー
ケティングや政策評価といった広い範囲に
応用出来る成果をえようとするものである． 
 非対称情報のもとで，虚偽の言動を行うこ
とは，市場のみならず，社会全体に重要な深
刻な問題であり，そういった問題をどのよう
に解決するかを考えるのが，これまでの経済
学の重要な課題になって来た．これらの分野
は情報の経済学や，契約理論と呼ばれ，
Bolton & Whinston[1993] “ Contract 
Theory” 等にまとめられている． 
 解決策としては，1) 正しい情報を提供する
ことが均衡になるような選択肢の束(メニュ
ー) を提案すること 2) 正しい情報を提供し
ないと損をするようなコミットメントをし
た情報提供を行うこと，長期的な関係の中で
の正しい情報提供の履行を求めること等が
挙げられる．3) の例として，例えば市場に 
おけるブランドの役割がある．これは，長期
的にブランドを傷つけるコストが大きいた
め，短期的には正しい情報提供をするインセ
ンティブを与えるものである．こういった，
長期的な関係が，規範となり，望ましい行動
をとるインセンティブは，繰り返しゲームで
示されている． 
 しかしながら，単に金銭的なインセンティ
ブだけが情報提供に影響を与えるわけでは
ない．匿名や秘匿名の違いが情報提供に与え
る効果は，ネット環境での重要な研究課題の
一つであると言って良いだろう．また，仮に
匿名であっても，読み手や社会通念，流行等，
広義の社会選好に影響を受ける行動をとる
ことが，マーケティングの分野ではしばしば
報告されている．更に，短期や長期の人間関
係，宗教，国民性といった多くの状況が影響
を与えることが考えられる． 
 そのため，社会学，マーケティングの知見
を共有するのに加え，インターネットを介し
た国際的なコミュニケーションの広がりが
情報提供にどのような影響を与えるかも含
めて，実験経済学的な研究を広く拡張する．
それによって，経済学的知見のみならず，マ
ーケティングや政策評価といった広い範囲
に応用出来ることを目指した． 
 
３．研究の方法 
 本研究では，これまでの研究成果をふまえ，
経済実験を基軸として，社会選好や相互関係，
宗教等効果も含め，金銭的，非金銭的なイン
センティブの影響と相互連関を考察するも
のである．以下，1)内外の経済実験，2)無料
サイトからのダウンロードに関する消費者
行動の分析，3)著作権の分析，非対称情報化
での価格差別，4)不完備契約理論を用いた契
約の不完備性の下での情報提供と制度の補
完性，5)SNS での情報提供のインセンティ
ブといった観点から，上述のテーマについて
研究した． 
 先ず，これらのインセンティブを分析する

ためには，金銭的インセンティブに基づく行
動の特定を行う必要がある．そのため，
VSRPD の経済実験を日本のみならず，パキ
スタンでも行った．それによって，長期的な
関係の下での適切な行動の遵守を退出行動
も含めたモデルの経済実験で行い，行動経済
的な側面を分析した． 
 また，トップランナー方式やクイズキャチ
ャーでは十分なデータが得られなかったた
め，前述の 2)無料サイトからのダウンロード
に関する消費者行動の分析，3)著作権の分析，
非対称情報化での価格差別，4)不完備契約理
論を用いた契約の不完備性の下での情報提
供と制度の補完性について研究の対象を写
した．先ず研究代表者の中泉は，契約の不完
備性についての研究を行い，情報提供を促進
するような制度的な仕組みの基礎を研究し
た． 
 次に，著作権やファイル交換ソフトの利用
をテーマとして，違法コピーのモチベーショ
ンについても，連携研究者の田中が中心とな
って行った． 
 ネット上での音楽ファイル共有の影響は
さまざまの点から研究されてきた．その中で
ユーザサーベイを使った調査では，ファイル
共有によって音楽ＣＤの売上が減少したと
いう報告が多い．しかし，これらの調査は一
時点のクロスセクション調査に基づくもの
が多く，内生性の制御が必ずしも十分ではな
い．個人間の音楽への関心・態度の異質性は
大きく，操作変数では十分に制御できるとは
思えないからである． 
 個人間の異質性の制御はパネル分析を行
うと，固定効果として処理できる．すなわち
同じ個人を追跡すれば個人は固定されるの
で，もし同じ個人についてファイル供給ソフ
トの利用開始とともにＣＤ購入が減ってい
れば被害ありと判定できる．この方法を適用
するためには，ファイル共有ソフトを現時点
で使っている人だけでなく，今は使っていな
いがこれから使う人をあらかじめ調査して
おく必要がある．本研究は 10 万人の人にサ
ーベイを行い，半年後に再び同じ人に調査を
行う事で，1 回目はファイル共有を使ってい
なかったが2回目にはファイル共有を使って
いる人を抽出した．ここでは，ファイル共有
ソフトの利用が正規版に与える影響につい
て，調査会社のウエブモニター２万人への調
査を行った．個人間の異質性の制御はパネル
分析を行うと，固定効果として処理できる．
すなわち同じ個人を追跡すれば個人は固定
されるので，もし同じ個人についてファイル
供給ソフトの利用開始とともにＣＤ購入が
減っていれば被害ありと判定できる．本研究
は 10 万人の人にサーベイを行い，半年後に
再び同じ人に調査を行う事で，1 回目はファ
イル共有を使っていなかったが 2回目にはフ
ァイル共有を使っている人を抽出した． 
 
４．研究成果 
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 中泉は，先ず，Nakaizumi[2016]において，
情報収集能力やコミットメント能力に限界
がある場合について，プライスキャップ規制
を課した場合，ホールドアップ問題が発生す
ることを示した．プライスキャップ規制は価
格を固定することで，独占企業に費用削減の
インセンティブを与えるものである．しかし
ながら，開発途上国で想定されるような政府
の能力に限界がある場合，仮にプライスキャ
ップ規制が望ましい場合でも，価格の上昇が
一般的なインフレーションによるものか，経
営努力のなさによるコストの上昇によるも
のかを十分立証することができない場合が
存在する．この場合は，事後的に価格に関す
る再交渉の余地が発生し，ホールドアップ問
題が発生する．つまり，高いインフレが発生
するような開発途上経済では政府の能力の
限界に基づくホールドアップ問題が発生す
ることを示した．  
 また，Nakaizumi[2017]では不完備契約の
理論を多国籍企業の企業形態に応用した．取
引が複数の企業にまたがるような大企業が
より取引が少ない川上（川下）企業に統合さ
れるような企業形態は通常では発生しない．
ここでは，Hart and Moore[1990]の拡張とし
て，所有権アプローチを用いてこの点を示し
た．また，VSRPD の実験についてもパキスタ
ンで行い，日本での既存研究との比較を行い，
パキスタンのほうが協力率は低下するもの
の，回を経るに従って，日本の結果に近づく
ことが明らかになった． 
 次に，連携研究者の田中は，上記のアンケ
ート調査を利用し，ファイル共有ソフトの利
用が音楽ＣＤ売上を減らす効果はほとんど
見られないことを見出した．たとえばファイ
ル共有の利用し始めた人のうち，音楽ＣＤの
購入を止める人は 11.5％であるが，これは音
楽ＣＤを購入を止める人の全体の比率 44%よ
りずっと低い．すなわち，なにもしなくても
音楽ＣＤの購入を止める人が 44％程度いる
のに対し，ファイル共有を始めた人ではこの
比率が 11.5％と低く，相対的にはより音楽Ｃ
Ｄを購入し続けている．その結果，ファイル
共有を始めた人の音楽ＣＤ平均購入枚数は
月に 2.61 枚から 4.52 枚に増えている．ファ
イル共有が音楽ＣＤの売上を減らす効果は
見られない． 
 2 時点間の変化で個人間の持って生まれた
異質性は制御できる．しかし，時間経過とと
もに音楽への関心が変化した場合は，その変
化の異質性は制御できない．たとえば 2時点
間である人の音楽への関心が非常に盛り上
がり，それゆえに音楽ＣＤを購入し，かつフ
ァイル共有も使ったとすると，ファイル共有
との正の相関は疑似相関である．この可能性
を見るために，これまでと同様に操作変数を
用いた．2 時点間で音楽への関心が変わった
かどうかなどを尋ね，操作変数とした．その
結果，操作変数推定を行っても，同じ結果が
得られた．すなわちファイル共有を開始して

も音楽ＣＤの売上を減らす効果は見いだせ
ない． 
 ここで得た結果は，これまでのクロスセク
ションでの結果と異なっている．その理由は，
二つの時点間のパネル分析を行ったからで
ある．本研究は，これまでの研究に再考をせ
まるものである． 
 最後に林は，林[2017]で，現行法が基本的
に有体物に対する所有権を前提としている
のに対し，「情報法」にはその主体や客体，
権利・義務といった責任関係等において，大
きく異なる要素がある．そのため，リーガ
ル・マインド，すなわち，法律を筋道を立て
て的確に判断する能力という切り口から，法
的枠組みを検討した． 
 情報化社会の進展の中で，その社会的基盤
といえる情報法に関し，従来の法体系とは異
なる特質を俯瞰した上で，これらの連続性
（情報は適切に管理すべき）と不連続性（情
報は占有できない）を解説し，そのあり方に
ついて独自の知見を展開している．多くの具
体例や学説を紐解きながら，法的規律の対象
としての情報や，情報による品質保証（規律
の手段としての情報）の可能性と限界につい
て，様々な課題を問いかけ，法的な考え方を
整理した．結果を林[2017]として出版し，
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